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地域生活支援事業費補助金及び障害者総合支援事業費補助金交付要綱 新旧対照表 

新 旧 

厚生労働省発障0825第１号 

平 成 2 1 年 ８ 月 2 5 日 

第１次改正 平 成 2 2 年 ５ 月 1 9 日 

厚生労働省発障0519第１号 

第２次改正 平 成 2 3 年 １ 月 ５ 日 

厚生労働省発障0105第１号 

第３次改正 平 成 2 3 年 ６ 月 1 6 日 

厚生労働省発障0616第２号 

第４次改正 平 成 2 4 年 ２ 月 ３ 日 

厚生労働省発障0203第７号 

第５次改正 平 成 2 4 年 ８ 月 ８ 日 

厚生労働省発障0808第11号 

第６次改正 平 成 2 5 年 ８ 月 ９ 日 

厚生労働省発障0809第１号 

第７次改正 平 成 2 6 年 ２ 月 1 3 日 

厚生労働省発障0213第２号 

第８次改正 平 成 2 6 年 ３ 月 3 1 日 

厚生労働省発障0331第７号 

第９次改正 平 成 2 6 年 1 2 月 ２ 日 

厚生労働省発障1202第４号 

第10次改正 平 成 2 7 年 ６ 月 1 6 日 

厚生労働省発障0616第５号 

第11次改正 平 成 2 8 年 ５ 月 2 7 日 

厚生労働省発障0527 第３号 

 

都  道  府  県  知  事 

指  定  都  市  市  長 

中   核   市   市   長 

各 一部事務組合の管理者 殿 

広  域  連  合  の  長 

民 間 事 業 者 等 の 長 

 

厚 生 労 働 事 務 次 官   

 

 

地域生活支援事業費補助金及び障害者総合支援事業費補助金の国庫補助について  

厚生労働省発障0825第１号 

平 成 2 1 年 ８ 月 2 5 日 

第１次改正 平 成 2 2 年 ５ 月 1 9 日 

厚生労働省発障0519第１号 

第２次改正 平 成 2 3 年 １ 月 ５ 日 

厚生労働省発障0105第１号 

第３次改正 平 成 2 3 年 ６ 月 1 6 日 

厚生労働省発障0616第２号 

第４次改正 平 成 2 4 年 ２ 月 ３ 日 

厚生労働省発障0203第７号 

第５次改正 平 成 2 4 年 ８ 月 ８ 日 

厚生労働省発障0808第11号 

第６次改正 平 成 2 5 年 ８ 月 ９ 日 

厚生労働省発障0809第１号 

第７次改正 平 成 2 6 年 ２ 月 1 3 日 

厚生労働省発障0213第２号 

第８次改正 平 成 2 6 年 ３ 月 3 1 日 

厚生労働省発障0331第７号 

第９次改正 平 成 2 6 年 1 2 月 ２ 日 

厚生労働省発障1202第４号 

第10次改正 平 成 2 7 年 ６ 月 1 6 日 

厚生労働省発障0616第５号 

 

 

 

都  道  府  県  知  事 

指  定  都  市  市  長 

中   核   市   市   長 

各 一部事務組合の管理者 殿 

広  域  連  合  の  長 

民 間 事 業 者 等 の 長 

 

厚 生 労 働 事 務 次 官   

 

 

地域生活支援事業費補助金及び障害者総合支援事業費補助金の国庫補助について 
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新 旧 

 

標記の国庫補助金の交付については、別紙「地域生活支援事業費補助金及び障

害者総合支援事業費補助金交付要綱」（以下「交付要綱」という。）により行う

こととされ、平成２１年８月２５日から適用することとされたので通知する。 

なお、各都道府県知事におかれては、貴管内の市町村（特別区を含み、指定都

市、中核市、一部事務組合及び広域連合を除く。）に対する周知につき配慮願い

たい。 

  

別紙 

地域生活支援事業費補助金及び障害者総合支援事業費補助金交付要綱 

 

（通 則） 

１ （同右） 

 

（交付の目的） 

２ （同右） 

 

（交付の対象） 

３ （同右） 

（１）（同右） 

 

（２）障害者総合支援事業費補助金 

① 障害者自立支援機器等開発促進事業 

平成２２年４月１６日障発０４１６第６号厚生労働省社会・援護局障害

保健福祉部長通知の別添「障害者自立支援機器等開発促進事業実施要綱」

に基づき、支援機器開発促進事業実施団体（以下「実施団体」という。）

が行う事業並びに開発企業（以下「開発機関」という。）が行う事業に対

して実施団体が補助する事業 

 

 

 

②～⑤ （同右） 

（削除） 

 

 

 

 

 

標記の国庫補助金の交付については、別紙「地域生活支援事業費補助金及び障

害者総合支援事業費補助金交付要綱」（以下「交付要綱」という。）により行う

こととされ、平成２１年８月２５日から適用することとされたので通知する。 

なお、各都道府県知事におかれては、貴管内の市町村（特別区を含み、指定都

市、中核市、一部事務組合及び広域連合を除く。）に対する周知につき配慮願い

たい。 

  

別紙 

地域生活支援事業費補助金及び障害者総合支援事業費補助金交付要綱 

 

（通 則） 

１ （略） 

 

（交付の目的） 

２ （略） 

 

（交付の対象） 

３ （略） 

（１）（略） 

 

（２）障害者総合支援事業費補助金 

① 障害者自立支援機器等開発促進事業 

ア 平成２２年４月１６日障発０４１６第６号厚生労働省社会・援護局

障害保健福祉部長通知の別添「障害者自立支援機器等開発促進事業実

施要綱」に基づき、「支援機器開発機関」（以下「開発機関」という。）

が行う事業 

イ 平成２６年９月３０日障発０９３０第１号厚生労働省社会・援護局

障害保健福祉部長通知の別紙「障害者自立支援機器等開発促進事業（シ

ーズ・ニーズマッチング強化事業）実施要綱」に基づき、「民間事業者

等」が行う事業 

②～⑤ （略） 

⑥ 不服審査会経費 

法第９７条第１項の規定に基づく審査請求で、法第９８条第１項によ

り都道府県が障害者介護給付費等不服審査会を運営する際の必要な事務

経費及び児童福祉法第５６条の５の５第１項の規定に基づく審査請求

で、同法第５６条の５の５第２項において読み替えて準用する法第９８
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（削除） 

 

 

 
（交付額の算定方法） 

４  

（１）（同右） 

（２）３の（２）の①の事業 

① 実施団体が行う事業 

別表の第３欄に定める基準額と第４欄に定める対象経費の実支出額

から寄付金その他の収入額を控除した額とを比較して少ない方の額に

第５欄に定める補助率を乗じて得た額を交付額とする。 

② 開発機関が行う事業に対して実施団体が補助する事業 

ア 別表の第３欄に定める基準額と第４欄に定める対象経費の実支出額

から寄付金その他の収入額を控除した額とを比較して少ない方の額を

選定する。 

イ アにより選定された額と、実施団体が補助した額とを比較して少な

い方の額に第５欄に定める補助率を乗じて得た額を交付額とする。 

（３）３の（２）の②から⑤の事業 

別表の第３欄に定める基準額と第４欄に定める対象経費の実支出額か

ら寄付金その他の収入額を控除した額とを比較して少ない方の額に第５

欄に定める補助率を乗じて得た額を交付額とする。 

 

 
別表 

１区分 ２種目 ３ 基  準  額 ４   対 象 経 費 ５補助率 

 

地 域 生

活 支 援

事 業 費

補助金 

 

（同右） 

 

（同右） 

 

 

 

地域生活支援事業の実施に必要

な報酬、給料、職員手当等、賃金

、共済費、報償費［謝金］、旅費

、需用費（消耗品費、燃料費、食

糧費［会議費］、印刷製本費、光

熱水費及び修繕料）、役務費（通

信運搬費、手数料、保険料及び広

告料）、委託料、使用料及び賃借

料、備品購入費、扶助費、負担金

、補助金、助成金、交付金等 

 

（同右） 

条第１項により都道府県が障害児通所給付費等不服審査会を運営する際

の必要な事務経費 

⑦ 地域生活支援拠点等整備推進モデル事業 

    平成２７年４月９日障発０４０９第１０号厚生労働省社会・援護局障

害保健福祉部長通知の別紙「地域生活支援拠点等整備推進モデル事業実

施要綱」に基づき、都道府県又は市町村が行う事業 

 

（交付額の算定方法） 

４  

（１）（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）３の（２）の事業 

次の表の第２欄に定める種目ごとに、第３欄に定める基準額と第４欄

に定める対象経費の実支出額から寄付金その他の収入額を控除した額と

を比較して少ない方の額に第５欄に定める補助率を乗じて得た額を交付

額とする。 
 

別表 

１区分 ２種目 ３ 基  準  額 ４   対 象 経 費 ５補助率 

 

地 域 生

活 支 援

事 業 費

補助金 

 

（略） 

 

（略） 

 

 

 

地域生活支援事業の実施に必要

な報酬、給料、職員手当等、賃金、

共済費、報償費［謝金］、旅費、需

用費（消耗品費、改造費、燃料費、

食糧費［会議費］、印刷製本費、光

熱水費及び修繕料）、役務費（通信

運搬費、手数料、保険料及び広告

料）、委託料、使用料及び賃借料、

備品購入費、扶助費、負担金、補

 

（略） 
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（［ ］内は、公益法人等事業に

おける対象経費名である。） 

 

障 害 者

総 合 支

援事業 

費 補 助

金 

 

障害者自

立支援機

器等開発

促進事業 

 

１．障害者自立支援

機器等開発促進事

業（直接補助） 

厚生労働大臣が必要

と認めた額 

 

 

 

実施団体が行う障害者自立支援

機器等開発促進事業の実施に必要

な賃金、謝金、備品購入費、消耗

品費、雑役務費、借料及び損料、

旅費、会議費、通信運搬費、印刷

製本費、光熱水費、補助金並びに

委託費 

 

１０ 

１０ 

 

 

 

 

 

 

２．障害者自立支援

機器等開発促進事

業（間接補助） 

厚生労働大臣が必要

と認めた額 

 

 

開発機関が行う障害者自立支援

機器等開発促進事業に対して実施

団体が補助する事業（以下「開発

事業」という。）の実施に必要な

賃金、謝金、備品購入費、消耗品

費、雑役務費、借料及び損料、旅

費、会議費、通信運搬費、印刷製

本費、光熱水費並びに委託費 

 

（同右） 

 

３．シーズ・ニーズ

マッチング強化事

業 

厚生労働大臣が必要

と認めた額 

 

 実施団体が行うシーズ・ニーズ

マッチング強化事業の実施に必要

な賃金、謝金、備品購入費、消耗

品費、雑役務費、借料及び損料、

旅費、会議費、通信運搬費、印刷

製本費、光熱水費並びに委託費 

 

 

（同右） 

 

（同右） 

 

（同右） 

 

 

 

（同右） 

 

（同右） 

 

（同右） 

 

 

 

（同右） 

 

 

 

（同右） 

  

（同右） 

 

 

（同右） 

 

 

（同右） 

 

 

（同右） 

助金、助成金、交付金等 

（［ ］内は、公益法人等事業に

おける対象経費名である。） 

 

障 害 者

総 合 支

援事業 

費 補 助

金 

 

障害者自

立支援機

器等開発

促進事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．障害者自立支援機

器等開発促進事

業  

厚生労働大臣が必要

と認めた額 

 

 「障害者自立支援機器等開発促

進事業」の実施に必要な賃金、謝

金、備品購入費、消耗品費、雑役

務費、借料及び損料、旅費、会議

費、通信運搬費、印刷製本費、光

熱水費並びに委託費 

 

（略） 

 

２．障害者自立支援機

器等開発促進事

業（シーズ・ニー

ズマッチング強

化事業） 

厚生労働大臣が必要

と認めた額 

 

 「障害者自立支援機器等開発促

進事業（シーズ・ニーズマッチン

グ強化事業）」の実施に必要な賃

金、謝金、備品購入費、消耗品費

、雑役務費、借料及び損料、旅費

、会議費、通信運搬費、印刷製本

費、光熱水費並びに委託費 

 

（略） 

 

（略） 

 

（略） 

 

 

 

（略） 

 

 

 

（略） 

 

（略） 

 

 

 

（略） 

 

 

 

（略） 

  

（略） 

 

（略） 

 

（略） 

 

（略） 
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（同右） 

 

 

（同右） 

 

 

（同右） 

 

 

（同右） 

 

 

（同右） 

 

 

（同右） 

 

 

（同右） 

 

 

（同右） 

 

 

（削除） 

 

（削除） 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

（削除） 

 

（削除） 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

（補助金の概算払） 

５ （同右） 

 

（交付の条件） 

６ （同右） 

（１）３の（１）及び（２）の②から⑤の事業 

①～⑧（同右） 

⑨ 補助金と事業に係る予算及び決算との関係を明らかにした別紙様式１に

よる調書を作成するとともに、事業に係る歳入及び歳出について証拠書類を

整理し、当該調書及び証拠書類を補助金の額の確定の日（事業の中止又は廃

止の承認を受けた場合には、その承認を受けた日）の属する年度の終了後５

年間保管しておかなければならない。ただし、事業により取得し、又は効用

 

（略） 

 

（略） 

 

（略） 

 

 

 

（略） 

 

（略） 

 

（略） 

 

（略） 

 

（略） 

 

不服審査

会経費 

 

 

厚生労働大臣が必要

と認めた額 

 

 

法及び児童福祉法の規定に基づ

き、都道府県が障害者介護給付費

等不服審査会及び障害児通所給付

費等不服審査会を運営する際に必

要な報酬、共済費、賃金、報償費

、旅費、需用費（消耗品費、燃料

費、食糧費及び印刷製本費）、役務

費（通信運搬費及び手数料）、委託

料並びに使用料及び賃借料 

 

１ 

  ２ 

 

地域生活

支援拠点

等整備推

進モデル

事業 

 

厚生労働大臣が必要

と認めた額 

 

 

 「地域生活支援拠点等整備推進モ

デル事業」の実施に必要な賃金、共

済費、謝金、旅費、需用費（消耗品

費、燃料費、会議費、印刷製本費及

び光熱水費）、役務費（通信運搬費

、手数料、保険料及び広告料）、委

託料、使用料及び賃借料並びに備

品購入費 

 

１ 

２ 

 

 

（補助金の概算払） 

５ （略） 

 

（交付の条件） 

６ （略） 

（１）都道府県及び市町村が行う事業の場合 

①～⑧（略） 

⑨ 補助金と事業に係る予算及び決算との関係を明らかにした別紙様式１に

よる調書を作成するとともに、事業に係る歳入及び歳出について証拠書類を

整理し、調書及び証拠書類を補助金の額の確定の日（事業の中止又は廃止の

承認を受けた場合には、その承認を受けた日）の属する年度の終了後５年間

保管しておかなければならない。ただし、事業により取得し、又は効用の増
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の増加した不動産及びその従物並びに事業により取得し、又は効用の増加し

た価格が単価５０万円以上の財産がある場合は、前記の期間を経過後、当該

財産の財産処分が完了する日、又は補助金等に係る予算の執行の適正化に関

する法律施行令第１４条第１項第２号の規定により厚生労働大臣が別に定

める期間を経過する日のいずれか遅い日まで保管しておかなければならな

い。 

⑩（同右） 

⑪（同右） 

ア（同右） 

イ 間接補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入

及び支出について証拠書類を整理し、当該帳簿及び証拠書類を間接補助金

の額の確定の日（事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、その承認

を受けた日）の属する年度の終了後５年間保管しておかなければならない。

ただし、事業により取得し、又は効用の増加した不動産及びその従物並び

に事業により取得し、又は効用の増加した価格が単価３０万円以上の財産

がある場合は、前記の期間を経過後、当該財産の財産処分が完了する日、

又は補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令第１４条第１

項第２号の規定により厚生労働大臣が別に定める期間を経過する日のいず

れか遅い日まで保管しておかなければならない。 

⑫（同右） 

⑬ 間接補助事業者から財産の処分による収入及び間接補助金にかかる消費

税及び地方消費税にかかる仕入控除税額の全部又は一部の納付があった場

合には、その納付額の全部又は一部を国庫に納付させることがある。 

 

（２）３の（２）の①の事業 

① 交付を受けた補助金は、当該補助金の交付対象事業に必要な経費にのみ

使用しなければならない。 

② 実施団体は、間接補助事業者が開発事業を遂行するに当たり、人を対象

とする医学系研究に関する倫理指針（平成２６年文部科学省・厚生労働省

告示第３号）の研究に関係する指針等を遵守するよう指導しなければなら

ない。 

③ 事業に要する経費の配分の変更（実施団体が行う障害者自立支援機器等

開発促進事業と実施団体が行うシーズ・ニーズマッチング強化事業の間の

配分変更をいい、それぞれの経費の増減額が変更前の当該経費の額に０．

２を乗じた額を超えない場合を除く。）をしようとする場合には、申請書の

様式に準じた経費配分変更承認申請書を厚生労働大臣に提出し、その承認

を受けなければならない。 

加した価格が単価５０万円以上の財産がある場合は、前記の期間を経過後、

当該財産の財産処分が完了する日、又は補助金等に係る予算の執行の適正化

に関する法律施行令第１４条第１項第２号の規定により厚生労働大臣が別

に定める期間を経過する日のいずれか遅い日まで保管しておかなければな

らない。 

 

⑩（略） 

⑪（略） 

ア（略） 

イ 間接補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入

及び支出について証拠書類を整理し、当該帳簿及び証拠書類を間接補助金

の額の確定の日（事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、その承認

を受けた日）の属する年度の終了後５年間保管しておかなければならない。

ただし、事業により取得し、又は効用の増加した価格が単価３０万円以上

の財産がある場合は、前記の期間を経過後、当該財産の財産処分が完了す

る日、又は補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令第１４

条第１項第２号の規定により厚生労働大臣が別に定める期間を経過する日

のいずれか遅い日まで保管しておかなければならない。 

 

⑫（略） 

⑬ 間接補助事業者からの財産の処分による収入の全部又は一部の納付があ

った場合には、その納付額の全部又は一部を国庫に納付させることがある。 

 

 

（２）開発機関が行う事業（３の（２）①アの事業に限る。）の場合 

① 交付を受けた補助金は、当該補助金の交付対象事業に必要な経費にのみ

使用しなければならない。 

② 開発機関は、開発事業の遂行に当たり、人を対象とする医学系研究に関

する倫理指針（平成２６年文部科学省・厚生労働省告示第３号）の研究に

関係する指針等を遵守しなければならない。 

 

③ 開発事業に要する経費の配分の変更（直接開発費（委託費を除いた対象

経費の総称）と委託費の間の配分変更をいい、それぞれの経費の増減額が

変更前の当該経費の額に０．２を乗じた額を超えない場合を除く。）をし

ようとする場合には、申請書の様式に準じた経費配分変更承認申請書を厚

生労働大臣に提出し、その承認を受けなければならない。 
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④ 申請書の内容のうち事業の実施計画（当該事業の目的及び効率的な実施

に関係のない軽微な変更を除く。）を変更しようとする場合には、申請書の

様式に準じた事業内容変更承認申請書を厚生労働大臣に提出し、その承認

を受けなければならない。 

⑤ 事業が期間内に完了しないとき又は事業の遂行が困難になったときは、

速やかに厚生労働大臣に報告してその指示を受けなければならない。 

 

 

 

 

 

 

⑥ 事業を中止し、又は廃止する場合には、その理由、今後に講ずる措置そ

の他必要と認める事項を記載した当該事業の中止又は廃止の承認申請書を

厚生労働大臣に提出し、その承認を受けなければならない。 

⑦ 事業により取得し、又は効用の増加した価格が単価３０万円以上の機械、

器具及びその他の財産については、補助金等に係る予算の執行の適正化に

関する法律施行令第１４条第１項第２号の規定により厚生労働大臣が別に

定める期間を経過するまで、厚生労働大臣の承認を受けないで、補助金の

交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、又

は廃棄してはならない。 

⑧ 前号の規定により厚生労働大臣の承認を受けて財産を処分することによ

り収入があった場合には、その収入の全部又は一部を国庫に納付させるこ

とがある。 

⑨ 事業により取得し、又は効用の増加した財産については、当該事業の完

了後においても、善良な管理者の注意をもって管理し、当該事業の目的に

従って、その効率的運営を図らなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

⑩ 事業完了後に、消費税及び地方消費税の申告により補助金に係る消費税

及び地方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合は、別紙様式２により

速やかに厚生労働大臣に報告しなければならない。 

④ 申請書の内容のうち開発事業の実施計画（当該事業の目的及び効率的な

実施に関係のない軽微な変更を除く。）を変更しようとする場合には、申

請書の様式に準じた事業内容変更承認申請書を厚生労働大臣に提出し、そ

の承認を受けなければならない。 

⑤ 開発事業が期間内に完了しないとき又はこれら事業の遂行が困難にな

ったときは、速やかに厚生労働大臣に報告してその指示を受けなければな

らない。 

⑥ 開発機関が、海外出張、病気その他の理由で引き続き３月以上事業が遂

行できなくなる場合には、④の事業内容変更承認申請書を厚生労働大臣に

提出し、その承認を受けなければならない。 

⑦ 開発機関の住所の変更があった場合には、遅滞なく、その旨を厚生労働

大臣に届け出なければならない。 

⑧ 開発事業を中止し、又は廃止する場合には、その理由、今後に講ずる措

置その他必要と認める事項を記載した当該事業の中止又は廃止の承認申

請書を厚生労働大臣に提出し、その承認を受けなければならない。 

⑨ 開発事業により取得し、又は効用の増加した価格が単価３０万円以上の

機械、器具及びその他の財産については、補助金等に係る予算の執行の適

正化に関する法律施行令第１４条第１項第２号の規定により厚生労働大

臣が別に定める期間を経過するまで、厚生労働大臣の承認を受けないで、

補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に

供し、又は廃棄してはならない。 

⑩ 前号の規定により厚生労働大臣の承認を受けて財産を処分することに

より収入があった場合には、その収入の全部又は一部を国庫に納付させる

ことがある。 

⑪ 開発事業により取得し、又は効用の増加した財産については、当該事業

の完了後においても、善良な管理者の注意をもって管理し、当該事業の目

的に従って、その効率的運営を図らなければならない。 

⑫ 開発事業に従事する者がこの補助金による開発の成果によって、相当の

収益を得たと認められる場合には、交付した補助金の全部又は一部に相当

する金額を国庫に納付させることがある。 

⑬ 開発事業に従事する者が開発の成果に係る特許権等の知的財産権又は

当該知的財産権を受ける権利の全部又は一部を譲渡する場合には、譲渡を

受ける者から相当の対価の支払を受けることを契約等において定めた上

で行わなければならない。 

⑭ 開発事業完了後に、消費税及び地方消費税の申告により補助金に係る消

費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合は、別紙様式２に

より速やかに厚生労働大臣に報告しなければならない。 
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なお、実施団体が全国的に事業を展開する組織の一支部（又は一支社、

一支所等）であって、自ら消費税及び地方消費税の申告を行わず、本部（又

は本社、本所等）で消費税及び地方消費税の申告を行っている場合は、本

部の課税売上割合等の申告内容に基づき報告を行うこと。 

また、厚生労働大臣に報告があった場合には、当該消費税及び地方消費

税に係る仕入控除税額の全部又は一部を国庫に納付させることがある。 

 

⑪ 事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入及び支出

について証拠書類を整理し、当該帳簿及び証拠書類を補助金の額の確定の

日（事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、その承認を受けた日）

の属する年度の終了後５年間保管しておかなければならない。ただし、事

業により取得し、又は効用の増加した価格が単価３０万円以上の財産があ

る場合は、前記の期間を経過後、当該財産の財産処分が完了する日、又は

補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令第１４条第１項第

２号の規定により厚生労働大臣が別に定める期間を経過する日のいずれか

遅い日まで保管しておかなければならない。 

⑫ 実施団体は、国から概算払により間接補助金に係る補助金の交付を受け

た場合には、当該概算払を受けた補助金に相当する額を遅滞なく間接補助

事業者に交付しなければならない。 

⑬ 実施団体は、間接補助金を間接補助事業者に交付する場合には、次の条

件を付さなければならない。 

ア ①及び④から⑩までに掲げる条件。 

この場合において、実施団体にあっては④から⑥、⑧、⑩の規定中「厚

生労働大臣」とあるのは「実施団体の長」と、「国庫」とあるのは「実施

団体」と、「別紙様式２」とあるのは「別紙様式２に準じた様式」と、「厚

生労働大臣の承認」とあるのは「実施団体の長の承認」と、「実施団体」

とあるのは「間接補助事業者」と、「事業」とあるのは「開発事業」と、

読み替えるものとする。 

イ 開発事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入及び

支出について証拠書類を整理し、当該帳簿及び証拠書類を間接補助金の額

の確定の日（事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、その承認を受

けた日）の属する年度の終了後５年間保管しておかなければならない。た

だし、事業により取得し、又は効用の増加した価格が単価３０万円以上の

財産がある場合は、前記の期間を経過後、当該財産の財産処分が完了する

日、又は補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令第１４条

第１項第２号の規定により厚生労働大臣が別に定める期間を経過する日

のいずれか遅い日まで保管しておかなければならない。 

なお、開発機関が全国的に事業を展開する組織の一支部（又は一支社、

一支所等）であって、自ら消費税及び地方消費税の申告を行わず、本部

（又は本社、本所等）で消費税及び地方消費税の申告を行っている場合

は、本部の課税売上割合等の申告内容に基づき報告を行うこと。 

また、厚生労働大臣に報告があった場合には、当該消費税及び地方消

費税に係る仕入控除税額の全部又は一部を国庫に納付させることがあ

る。 

⑮ 事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入及び支出

について証拠書類を整理し、当該帳簿及び証拠書類を補助金の額の確定の

日（事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、その承認を受けた日）

の属する年度の終了後５年間保管しておかなければならない。ただし、事

業により取得し、又は効用の増加した価格が単価３０万円以上の財産があ

る場合は、前記の期間を経過後、当該財産の財産処分が完了する日、又は

補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令第１４条第１項

第２号の規定により厚生労働大臣が別に定める期間を経過する日のいず

れか遅い日まで保管しておかなければならない。 
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ウ 間接補助事業者が、海外出張、病気その他の理由で引き続き３月以上開

発事業が遂行できなくなる場合には、④の事業内容変更承認申請書を実施

団体の長に提出し、その承認を受けなければならない。 

エ 間接補助事業者の住所の変更があった場合には、遅滞なく、その旨を厚

生労働大臣に届け出なければならない。 

オ 開発事業に従事する者が、この補助金による開発の成果によって、相当

の収益を得たと認められる場合には、交付した間接補助金の全部又は一部

に相当する金額を国庫に納付させることがある。 

カ 開発事業に従事する者が開発の成果に係る特許権等の知的財産権又は当

該知的財産権を受ける権利の全部又は一部を譲渡する場合には、譲渡を受

ける者から相当の対価の支払を受けることを契約等において定めた上で行

わなければならない。 

キ 間接補助事業者は、開発事業の遂行に当たり、人を対象とする医学系研

究に関する倫理指針（平成２６年文部科学省・厚生労働省告示第３号）の

研究に関係する指針等を遵守しなければならない。 

⑭ ⑬により付した条件に基づき、実施団体の長が承認又は指示をする場合に

は、あらかじめ厚生労働大臣の承認又は指示を受けなければならない。 

⑮ 間接補助事業者から財産の処分による収入及び間接補助金にかかる消費

税及び地方消費税にかかる仕入控除税額の全部又は一部の納付があった場

合には、その納付額の全部又は一部を国庫に納付させることがある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）民間事業者等が行う事業（３の（２）①イの事業に限る。）の場合 

① 事業に要する経費の配分の変更（直接経費（委託費を除いた対象経費の

総称）と委託費の間の配分変更をいい、それぞれの経費の増減額が変更前

の当該経費の額に０．２を乗じた額を超えない場合を除く。）をしようと

する場合には、申請書の様式に準じた経費配分変更承認申請書を厚生労働

大臣に提出し、その承認を受けなければならない。 

② 事業の内容の変更（軽微な変更を除く。）をする場合には、厚生労働大

臣の承認を受けなければならない。 

③ 事業を中止し、又は廃止する場合には、厚生労働大臣の承認を受けなけ

ればならない。 

④ 事業が予定の期間内に完了しない場合又は事業の遂行が困難となった

場合には、速やかに厚生労働大臣に報告してその指示を受けなければなら

ない。 

⑤ 事業により取得し、又は効用の増加した価格が単価３０万円以上の機

械、器具及びその他の財産については、補助金等に係る予算の執行の適正

化に関する法律施行令第１４条第１項第２号の規定により、厚生労働大臣

が別に定める期間を経過するまで、厚生労働大臣の承認を受けないで、こ
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（申請手続） 

７ この補助金の交付の申請は、次により行うものとする。 

（１） 都道府県知事、指定都市市長、中核市市長、一部事務組合の管理者、広

域連合の長及び実施団体の長は、別紙様式３による申請書に関係書類を添

えて、毎年度別途定める日までに厚生労働大臣に提出して行うものとする。 

 

（２） （同右） 

 

（変更申請手続） 

８ この補助金の交付決定後の事情の変更により申請の内容を変更して追加交

の補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保

に供し、又は廃棄してはならない。 

⑥ 厚生労働大臣の承認を受けて財産を処分することにより収入があった

場合には、その収入の全部又は一部を国庫に納付させることがある。 

⑦ 事業により取得し、又は効用の増加した財産については、事業完了後に

おいても善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運

営を図らなければならない。 

⑧ 補助事業完了後に、消費税及び地方消費税の申告により補助金に係る消

費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合は、別紙様式２に

より速やかに厚生労働大臣に報告しなければならない。 

なお、民間事業者等が全国的に事業を展開する組織の一支部（又は一

支社、一支所等）であって、自ら消費税及び地方消費税の申告を行わず、

本部（又は本社、本所等）で消費税及び地方消費税の申告を行っている

場合は、本部の課税売上割合等の申告内容に基づき報告を行うこと。 

また、厚生労働大臣に報告があった場合には、当該消費税及び地方消

費税に係る仕入控除税額の全部又は一部を国庫に納付させることがあ

る。 

⑨ 事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入及び支出

について証拠書類を整理し、当該帳簿及び証拠書類を補助金の額の確定の

日（事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、その承認を受けた日）

の属する年度の終了後５年間保管しておかなければならない。ただし、事

業により取得し、又は効用の増加した価格が単価３０万円以上の財産があ

る場合は、前記の期間を経過後、当該財産の財産処分が完了する日、又は

補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令第１４条第１項

第２号の規定により厚生労働大臣が別に定める期間を経過する日のいず

れか遅い日まで保管しておかなければならない。 

 

（申請手続） 

７ この補助金の交付の申請は、次により行うものとする。 

（１） 都道府県知事、指定都市市長、中核市市長、一部事務組合の管理者、広

域連合の長及び民間事業者等の長（３の（２）①アの事業を行う開発機関

の長を含む。以下同じ）は、別紙様式３による申請書に関係書類を添えて、

毎年度別途定める日までに厚生労働大臣に提出して行うものとする。 

（２） （略） 

 

（変更申請手続） 

８ この補助金の交付決定後の事情の変更により申請の内容を変更して追加交付
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付申請等を行う場合には、７に定める申請手続に従い、別途定める日までに行

うものとする。 

  この場合において、都道府県知事、指定都市市長、中核市市長、一部事務組

合の管理者、広域連合の長及び実施団体の長にあっては７の（１）の規定中「別

紙様式３」とあるのは「別紙様式５」と、市町村（特別区を含み、指定都市、

中核市、一部事務組合及び広域連合を除く。）の長にあっては７の（２）の規

定中「別紙様式４」とあるのは「別紙様式６」と、読み替えるものとする。 

 

（交付決定までの標準的期間） 

９ （同右） 

 

（交付決定の通知） 

10 （同右） 

 

（実績報告） 

11 この補助金の事業実績報告は、次により行うものとする。 

（１） 都道府県知事、指定都市市長、中核市市長、一部事務組合の管理者、広

域連合の長及び実施団体の長は、事業が完了したときは、別紙様式１０によ

る事業実績報告書に関係書類を添えて、毎年度別途定める日（６の（１）の

③又は（２）の⑥により事業の中止又は廃止の承認を受けた場合は、当該承

認通知を受理した日から起算して１か月を経過した日）までに厚生労働大臣

に提出して行うものとする。 

（２） 市町村（特別区を含み、指定都市、中核市、一部事務組合及び広域連合

を除く。）の長は、別紙様式１１による事業実績報告書に関係書類を添えて

都道府県知事が定める日までに都道府県知事に提出して行うものとする。 

また、都道府県知事は、事業実績報告書を受理したときは、その内容を審

査し必要があると認めたときは現地調査等を行い、その後、適正と認めたと

きは、これを取りまとめ別紙様式１０に添えて毎年度別途定める日までに厚

生労働大臣に提出して行うものとする。 

 

（補助金の額の確定の通知） 

12 （同右） 
 

（補助金の返還） 

13 （同右） 

 

 

申請等を行う場合には、７に定める申請手続に従い、別途定める日までに行う

ものとする。 

  この場合において、都道府県知事、指定都市市長、中核市市長、一部事務組

合の管理者、広域連合の長及び民間事業者等の長にあっては７の（１）の規定

中「別紙様式３」とあるのは「別紙様式５」と、市町村（特別区を含み、指定

都市、中核市、一部事務組合及び広域連合を除く。）の長にあっては７の（２）

の規定中「別紙様式４」とあるのは「別紙様式６」と、読み替えるものとする。 

 

（交付決定までの標準的期間） 

９ （略） 

 

（交付決定の通知） 

10 （略） 

 

（実績報告） 

11 この補助金の事業実績報告は、次により行うものとする。 

（１） 都道府県知事、指定都市市長、中核市市長、一部事務組合の管理者、広

域連合の長及び民間事業者等の長は、事業が完了したときは、別紙様式１０

による事業実績報告書に関係書類を添えて、翌年度４月１０日（６の（１）

の③、（２）の⑧又は（３）の③により事業の中止又は廃止の承認を受けた場

合は、当該承認通知を受理した日から起算して１か月を経過した日）までに

厚生労働大臣に提出して行うものとする。 

（２） 市町村（特別区を含み、指定都市、中核市、一部事務組合及び広域連合

を除く。）の長は、別紙様式１１による事業実績報告書に関係書類を添えて都

道府県知事が定める日までに都道府県知事に提出して行うものとする。 

また、都道府県知事は、事業実績報告書を受理したときは、その内容を審

査し必要があると認めたときは現地調査等を行い、その後、適正と認めたと

きは、これを取りまとめ別紙様式１０に添えて翌年度４月１０日までに厚生

労働大臣に提出して行うものとする。 

 

（補助金の額の確定の通知） 

12 （略） 
 

（補助金の返還） 

13 （略） 
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（その他） 

14 （同右） 

 

別紙様式１（同右） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（その他） 

14 （略） 

 

別紙様式１（略） 
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別紙様式２ 

番     号 

年  月  日 

 

 

厚生労働大臣 殿 

 

 

補助事業者名  印 

 

 

 

平成  年度消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書 

 

 

平成  年  月  日厚生労働省発障   第  号により交付決定があ

った地域生活支援事業費補助金及び障害者総合支援事業費補助金について、地域

生活支援事業費補助金及び障害者総合支援事業費補助金交付要綱の６の（１）の

⑧（実施団体は６の（２）の⑩）の規定に基づき、下記のとおり報告する。 

 

 

記 

 

 

 

１ 補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律第１５条に基づく額の確

定額又は事業実績報告額 

 

金        円 

 

２ 消費税及び地方消費税の申告により確定した消費税及び地方消費税額に係

る仕入控除税額（要国庫補助金等返還相当額） 

 

金        円 

 

（注）別添参考となる書類（２の金額の積算の内訳等） 

 

別紙様式２ 

番     号 

年  月  日 

 

 

厚生労働大臣 殿 

 

 

補助事業者名  印 

 

 

 

平成  年度消費税及び地方消費税に係る仕入れ控除税額報告書 

 

 

平成  年  月  日厚生労働省発障   第  号により交付決定があっ

た地域生活支援事業費補助金及び障害者総合支援事業費補助金について、地域生

活支援事業費補助金及び障害者総合支援事業費補助金交付要綱の６の（１）の⑧

の規定に基づき、下記のとおり報告する。 

 

 

記 

 

 

 

１ 補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律第１５条に基づく額の確定

額又は事業実績報告額 

 

金        円 

 

２ 消費税及び地方消費税の申告により確定した消費税及び地方消費税額に係る

仕入控除税額（要国庫補助金等返還相当額） 

 

金        円 

 

（注）別添参考となる書類（２の金額の積算の内訳等） 
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別紙様式３ 

番   号 

年 月 日 

 

  厚生労働大臣  殿 

都道府県知事 

指定都市市長 

中核市市長       印 

一部事務組合の管理者 

広域連合の長 

実施団体の長 

 

 

平成  年度地域生活支援事業費補助金及び障害者総合支援事業費補助金の 

交付申請について 

 

 

 標記について、次により国庫補助金を交付されたく関係書類を添えて申請する

。 

 なお、管内市（区）町村分については申請書を受理し、その内容を審査した結

果適正と認められるので併せて提出する。 

 

１ 国庫補助金申請額      金       円 

    都 道 府 県 等     金       円 

    市（区）町村分     金       円 

 

２ 添付書類 

（１） 地域生活支援事業費補助金及び障害者総合支援事業費補助金所要額調 

（別紙１） 

（２） 事業計画書（別紙２） 

（３） 歳入歳出予算（見込）書抄本 

（注）予算書には、当該事業に係る経費である旨を関係部分に付記する

こと。 

 

（注１） なお書き部分については、都道府県申請分についてのみ該当する。  

（注２） 実施団体は、標記を「平成  年度障害者総合支援事業費補助金の交

付申請について」と記載すること。 

別紙様式３ 

番   号 

年 月 日 

 

  厚生労働大臣  殿 

都道府県知事 

指定都市市長 

中核市市長       印 

一部事務組合の管理者 

広域連合の長 

民間事業者等の長 

 

 

平成  年度地域生活支援事業費補助金及び障害者総合支援事業費補助金の 

交付申請について 

 

 

 標記について、次により国庫補助金を交付されたく関係書類を添えて申請する

。 

 なお、管内市（区）町村分については申請書を受理し、その内容を審査した結

果適正と認められるので併せて提出する。 

 

１ 国庫補助金申請額      金       円 

    都 道 府 県 等     金       円 

    市（区）町村分     金       円 

 

２ 添付書類 

（１） 地域生活支援事業費補助金及び障害者総合支援事業費補助金所要額調 

（別紙１） 

（２） 事業計画書（別紙２） 

（３） 歳入歳出予算（見込）書抄本 

（注）予算書には、当該事業に係る経費である旨を関係部分に付記する

こと。 

 

（注）  なお書き部分については、都道府県申請分についてのみ該当する。  
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別紙１

１－（１）　都道府県等総表　（直接補助分）

区分
対象経費

支出予定額
A

寄付金
その他の

収入予定額
B

差引額
（A-B）

C

基準額
D

国庫補助
基本額

E

国庫補助
所要額

（E×補助率）
F

既交付決定額
G

差し引き
追加交付

（一部取消）
申請額
（F-G）

H

備考

地域生活支援事業
費補助金

障害者自立支援機器等開発促
進事業

障害者自立支援機器等開発促
進事業(シーズ・ニーズマッチン
グ強化事業)

小計　②

基本事業

特別事業

小計　③

（注１）

（注２）

（注３）

（注４）

（注５）

D欄には、本通知から得られる基準額を記入すること。

都道府県については、本表に直営又は委託にて実施する事業の所要額を記入すること。また、障害者自立支援機器等開発促進事業を実施する開発機関及び民間事業者等については、本表に所要額を記入すること。

合計　（①　+　②　+　③　＋　④　＋　⑤　+　⑥ ＋ ⑦ ＋⑧）

地域生活支援事業費補助金及び障害者総合支援事業費補助金所要額調

地域生活支援事業　①

種目

不服審査会経費　⑦

重度訪問介護等の利用促進に係る市町村支援事業　⑥

（都道府県等名　：　　　　　　　　　　　　　　　　　）

F欄は、千円未満切り捨てとすること。

G欄及びH欄は、交付要綱の８による変更申請のほかは斜線を引くこと。

障害者総合支援事
業費補助金

小計　（② ＋ ③ ＋ ④ ＋ ⑤  +  ⑥ ＋ ⑦ ＋⑧）

工賃向上計画支援事業

障害者自立支援機器等開発促進事
業

地域生活支援拠点等整備推進モデル事業　⑧

障害者就業・生活支援センター事業（生活支援等事業）　④

就労移行等連携調整事業　⑤

E欄には、Ｃ欄とＤ欄の額を比較して、少ない方の額を記入すること。

 
 
別紙１

１－（２）　都道府県総表　（間接補助分）

区分 種目
対象経費

支出予定額
A

寄付金
その他の

収入予定額
B

差引額
（A-B）

C

基準額
D

都道府県
補助基本額

E

都道府県
補助予定額

F

国庫補助
基本額

G

国庫補助
所要額

（G×補助率）
H

既交付決定額
　I

差し引き
追加交付

（一部取消）
申請額
（H - I）

J

備考

地域生活
支援事業
費補助金

（注１）

（注２）

（注３）

（注４）

（注５）

（注６）

G欄には、E欄とF欄の額を比較して、少ない方の額を記入すること。

H欄は、千円未満切り捨てとすること。

I欄及びJ欄は、交付要綱の８による変更申請のほかは斜線を引くこと。

地域生活支援事業費補助金及び障害者総合支援事業費補助金所要額調

（都道府県名　：　　　　　　　　　　　　　　　　　）

地域生活支援事業

都道府県については、本表に社会福祉法人等が行う事業に補助する額を記入すること。

D欄には、本通知から得られる基準額を記入すること。

E欄には、Ｃ欄とＤ欄の額を比較して、少ない方の額を記入すること。
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別紙１

２－（１）　市町村分総括表

区分
対象経費

支出予定額
A

寄付金
その他の

収入予定額
B

差引額
（A-B）

C

基準額
D

国庫補助
基本額

E

国庫補助
所要額

（E×補助率）
F

既交付決定額
G

差し引き
追加交付

（一部取消）
申請額
（F-G）

H

備考

地域生活支援事
業費補助金

（注１）

（注２）

（注３） G欄及びH欄は、交付要綱の８による変更申請のほかは斜線を引くこと。

地域生活支援事業費補助金及び障害者総合支援事業費補助金所要額調

（都道府県名　：　　　　　　　　　　　　　　　　　）

種目

地域生活支援事業

都道府県については、本表に、管内市町村（指定都市及び中核市を除く。）から提出された別紙様式４の別紙１に記入された所要額をとりまとめて記入すること。

F欄は、千円未満切り捨てとすること。

 
 

 

 
別紙１

２－（２）　指定都市・中核市総表（直接補助）

区分
対象経費

支出予定額
A

寄付金
その他の

収入予定額
B

差引額
（A-B）

C

基準額
D

国庫補助
基本額

E

国庫補助
所要額

（E×補助率）
F

既交付決定額
G

差し引き
追加交付

（一部取消）
申請額
（F-G）

H

備考

地域生活支援事業
費補助金

（注１）

（注２）

（注３）

（注４）

（注５）

指定都市及び中核市については、本表に実施する事業の所要額を記入すること。

D欄には、本通知から得られる基準額を記入すること。

E欄には、Ｃ欄とＤ欄の額を比較して、少ない方の額を記入すること。

F欄は、千円未満切り捨てとすること。

G欄及びH欄は、交付要綱の８による変更申請のほかは斜線を引くこと。

地域生活支援事業費補助金及び障害者総合支援事業費補助金所要額調

（指定都市・中核市名　：　　　　　　　　　　　　　　　　　）

種目

地域生活支援事業

 
 

 

 

 

別紙１ ２-(３) 指定都市・中核市総表（間接補助）（同右） 

 

別紙２ 事業計画書（同右） 

別紙１

２－（１）　市町村分総括表

区分
対象経費

支出予定額
A

寄付金
その他の

収入予定額
B

差引額
（A-B）

C

基準額
D

国庫補助
基本額

E

国庫補助
所要額

（E×補助率）
F

既交付決定額
G

差し引き
追加交付

（一部取消）
申請額
（F-G）

H

備考

地域生活支援事
業費補助金

障害者総合支援
事業費補助金

（注１）

（注２）

（注３）

都道府県については、本表に、管内市町村（指定都市及び中核市を除く。）から提出された別紙様式４の別紙１に記入された所要額をとりまとめて記入すること。

地域生活支援事業費補助金及び障害者総合支援事業費補助金所要額調

種目

地域生活支援事業　①

合計　（　①　＋　②　）

（都道府県名　：　　　　　　　　　　　　　　　　　）

地域生活支援拠点等整備推進モデル事業　②

F欄は、千円未満切り捨てとすること。

G欄及びH欄は、交付要綱の８による変更申請のほかは斜線を引くこと。  
別紙１

２－（２）　指定都市・中核市総表（直接補助）

区分
対象経費

支出予定額
A

寄付金
その他の

収入予定額
B

差引額
（A-B）

C

基準額
D

国庫補助
基本額

E

国庫補助
所要額

（E×補助率）
F

既交付決定額
G

差し引き
追加交付

（一部取消）
申請額
（F-G）

H

備考

地域生活支援事業
費補助金

障害者総合支援事
業費補助金

（注１）

（注２）

（注３）

（注４）

（注５） G欄及びH欄は、交付要綱の８による変更申請のほかは斜線を引くこと。

地域生活支援拠点等整備推進モデル事業　②

（指定都市・中核市名　：　　　　　　　　　　　　　　　　　）

D欄には、本通知から得られる基準額を記入すること。

E欄には、Ｃ欄とＤ欄の額を比較して、少ない方の額を記入すること。

地域生活支援事業費補助金及び障害者総合支援事業費補助金所要額調

指定都市及び中核市については、本表に実施する事業の所要額を記入すること。

種目

地域生活支援事業　①

合計　（　①　＋　②　）

F欄は、千円未満切り捨てとすること。

 
 

別紙１ ２-(３) 指定都市・中核市総表（間接補助）（略） 

 

別紙２ 事業計画書（略） 
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新 旧 

発達障害者支援センター運営事業

手話通訳者・要約筆記者養成研修事業

盲ろう者向け通訳・介助員養成研修事業

専門性の高い意志疎通支援を行う者の派遣事業

意志疎通支援を行う者の派遣に係る市町村相互間の連絡調整事業

都道府県相談支援体制整備事業

精神障害者地域生活支援広域調整等事業

障害支援区分認定調査員等研修事業

相談支援従事者研修事業

サービス管理責任者研修事業

居宅介護従業者等養成研修事業

強度行動障害支援者養成研修（基礎研修）事業

強度行動障害支援者養成研修（実践研修）事業

身体障害者・知的障害者相談員活動強化事業

音声機能障害者発声訓練指導者養成事業

精神障害関係従事者養成研修事業

その他サービス・相談支援者、指導者育成事業

福祉ホームの運営

オストメイト社会適応訓練

音声機能障害者発声訓練

発達障害者支援体制整備

児童発達支援センター等の機能強化等

その他日常生活支援

手話通訳者設置

字幕入り映像ライブラリーの提供

点字・声の広報等発行

点字による即時情報ネットワーク

障害者ＩＴサポートセンターの運営

パソコンボランティア養成・派遣

都道府県障害者社会参加推進センター運営

身体障害者補助犬育成促進

奉仕員養成研修

レクリエーション活動等支援

芸術文化活動振興

サービス提供者情報提供等

その他社会参加支援

成年後見制度普及啓発

障害者虐待防止対策支援

その他権利擁護支援

盲人ホームの運営

重度障害者在宅就労促進

一般就労移行等促進

障害者就業・生活支援センター体制強化等

その他就業・就労支援

重度障害者に係る市町村特別支援

理解促進研修・啓発事業

自発的活動支援事業

基幹相談支援センター等機能強化事業

住宅入居等支援事業

成年後見制度利用支援事業

成年後見制度法人後見支援事業

意思疎通支援事業

日常生活用具給付等事業

手話奉仕員養成研修事業

移動支援事業

地域活動支援センター機能強化事業

特別支援事業

（注１）

（注２）

就業・就労支援

必須事業
（市町村代行）

相談支援事業

合計

　都道府県については、本表に、実施する事業の対象経費を記入すること。

　合計が、別紙１「地域生活支援事業費補助金及び障害者総合支援事業費補助金所要額調」の対象経費支出予定額欄と一致すること。

社会参加支援

地域における障害者自立支援機器の普及促進

全国障害者芸術・文化祭のサテライト開催

視覚障害者用地域情報提供

企業ＣＳＲ連携促進

権利擁護支援

必須事業

専門性の高い相談
支援事業

高次脳機能障害及びその関連障害に対する支援普及事業

専門性の高い意思
疎通支援を行う者
の養成研修事業

広域的な支援事業

任意事業

サービス・相談支援
者、指導者育成事
業

日常生活支援

矯正施設等を退所した障害者の地域生活への移行促進

医療型短期入所事業所開設支援

地域生活支援事業　所要額内訳
（都道府県名　：　　　　　　　　　　　　）

事　　　　業　　　　名 所要額　（円） 算出内訳 備考

発達障害者支援センター運営事業

手話通訳者・要約筆記者養成研修事業

盲ろう者向け通訳・介助員養成研修事業

専門性の高い意志疎通支援を行う者の派遣事業

意志疎通支援を行う者の派遣に係る市町村相互間の連絡調整事業

都道府県相談支援体制整備事業

精神障害者地域生活支援広域調整等事業

障害支援区分認定調査員等研修事業

相談支援従事者研修事業

サービス管理責任者研修事業

居宅介護従業者等養成研修事業

強度行動障害支援者養成研修（基礎研修）事業

強度行動障害支援者養成研修（実践研修）事業

身体障害者・知的障害者相談員活動強化事業

音声機能障害者発声訓練指導者養成事業

精神障害関係従事者養成研修事業

その他サービス・相談支援者、指導者育成事業

福祉ホームの運営

オストメイト社会適応訓練

音声機能障害者発声訓練

発達障害者支援体制整備

児童発達支援センター等の機能強化等

その他の日常生活支援

手話通訳者設置

字幕入り映像ライブラリーの提供

点字・声の広報等発行

点字による即時情報ネットワーク

障害者ＩＴサポートセンターの運営

パソコンボランティア養成・派遣

都道府県障害者社会参加推進センター運営

身体障害者補助犬育成

奉仕員養成研修

レクリエーション活動等支援

文化芸術活動振興

サービス提供者情報提供等

その他の社会生活支援

成年後見制度普及啓発

障害者虐待防止対策支援

その他の権利擁護支援

盲人ホームの運営

重度障害者在宅就労促進

一般就労移行等促進

障害者就業・生活支援センター体制強化等

その他の就業・就労支援

重度障害者に係る市町村特別支援

理解促進研修・啓発事業

自発的活動支援事業

基幹相談支援センター等機能強化事業

住宅入居等支援事業

成年後見制度利用支援事業

成年後見制度法人後見支援事業

意思疎通支援事業

日常生活用具給付等事業

手話奉仕員養成研修事業

移動支援事業

地域活動支援センター機能強化事業

特別支援事業

（注１）

（注２）

算出内訳

高次脳機能障害及びその関連障害に対する支援普及事業

就業・就労支援

任意事業

日常生活支援

社会参加支援

地域生活支援事業　所要額内訳

事　　　　業　　　　名 備考

専門性の高い意思
疎通支援を行う者
の養成研修事業

専門性の高い相談
支援事業

サービス・相談支援
者、指導者育成事
業

（都道府県名　：　　　　　　　　　　　　）

必須事業

広域的な支援事業

所要額　（円）

　合計が、別紙１「地域生活支援事業費補助金及び障害者総合支援事業費補助金所要額調」の対象経費支出予定額欄と一致すること。

合計

　都道府県については、本表に、実施する事業の対象経費を記入すること。

必須事業
（市町村代行）

相談支援事業

矯正施設等を退所した障害者の地域生活への移行促進

権利擁護支援
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新 旧 

理解促進研修・啓発事業

自発的活動支援事業

基幹相談支援センター等機能強化事業

住宅入居等支援事業

成年後見制度利用支援事業

成年後見制度法人後見支援事業

意思疎通支援事業

日常生活用具給付等事業

手話奉仕員養成研修事業

移動支援事業

地域活動支援センター機能強化事業

福祉ホームの運営

訪問入浴サービス

生活訓練等

日中一時支援

地域移行のための安心生活支援

巡回支援専門員整備

協議会における地域資源の開発・利用促進等の支援

その他日常生活支援

レクリエーション活動等支援

文化芸術活動振興

点字・声の広報等発行

奉仕員養成研修

複数市町村における意思疎通支援の共同実施促進

自動車運転免許取得・改造助成

その他社会参加支援

成年後見制度普及啓発

障害者虐待防止対策支援

その他権利擁護支援

盲人ホームの運営

重度障害者在宅就労促進

更生訓練費給付

知的障害者職親委託

その他就業・就労支援

専門性の高い相
談支援事業

発達障害者支援センター運営事業

手話通訳者・要約筆記者養成研修事業

盲ろう者向け通訳・介助員養成研修事業

専門性の高い意志疎通支援を行う者の派遣事業

広域的な支援事
業

精神障害者地域生活支援広域調整等事業

サービス・相談支援
者、指導者育成事業 精神障害関係従事者養成研修事業

障害支援区分認定等事務

特別支援事業

（注１）

（注２）

（注３）

（注４）

　事業を実施する指定都市・中核市のみ記入すること。

日常生活支援

発達障害者支援体制整備

児童発達支援センター等の機能強化等

専門性の高い意
思疎通支援を行
う者の養成研修
事業

就業・就労支援

合計

任意事業

地域生活支援事業　所要額内訳

事　　　　業　　　　名 備考

必須事業

算出内訳

（市町村等名　：　　　　　　　　　　　　）

所要額　（円）

相談支援事業

　市町村（指定都市及び中核市を含む）については、本表に、実施する事業の対象経費を記入すること。

日常生活支援

社会参加支援

  発達障害者支援センター運営事業、発達障害者支援体制整備、精神障害者地域生活支援広域調整等事業、精神障害関係従事者養成研修事業は、事業を実施する指定都市のみ記入すること。

相談支援事業所等（地域援助事業者）
における退院支援体制確保

　専門性の高い意思疎通支援を行う者の養成研修事業、専門性の高い意志疎通支援を行う者の派遣事業、児童発達支援センター等の機能強化等については、

任意事業

必須事業

権利擁護支援

　合計が、別紙１「地域生活支援事業費補助金及び障害者総合支援事業費補助金所要額調」の対象経費支出予定額欄と一致すること。
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